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概要 平成16年4月、国立大学の法人化が実施された。その目的について、文部科学省は「国立大学を法人化
し、自律的な環境のもとで国立大学をより活性化し、すぐれた教育や特色ある研究に積極的に取り組む個性豊
かな魅力ある国立大学を育てる」１)などと述べている。しかし、これは言葉を変えて言うと、評価に基づく競争
原理を導入し、学長・総長のリーダーシップのもと民間的発想と大学外の意見をとりいれた大学運営がおこな
うということである。本稿では、約 2 年たった現在において、法人化後の期待される経済効果、それに付随す
る課題を述べる。特に大学図書館運営においては、「京都大学図書館機構」を立ち上げた経済効果を考察した。 
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１ はじめに 
独立法人化の目指すところは、国立大学が自主
的・自立的に大学運営を行うことにある。それに
伴って組織運営、人事管理、財務管理等の改革・
再編が行われてきた。では、法人化で何が出来る
ようになり、何が変わったのか。京都大学の事例
その中でも特に図書館を中心に検証する。 
 
２ 産学官連携による経済効果 
 京都大学には、京都大学国際イノベーション機
構京大ベンチャーズ 2）というベンチャー・ビジネ
スを扱う組織がある。現在、6 社設立しており、
筆者の所属する教育学研究科も「有限会社 関西
教育考学」3)を立ち上げている。 
 
スを扱う機関がある。現在 10 組織、その内訳は
医理工系 9 組織、文系 1 組織が設立されており、
筆者の所属する教育学研究科も「有限会社 関西
教育考学」3) を立ち上げている。 
この会社の設立趣旨書によると、起業した教員
の研究内容の事業化、学校間連携を通じた大学・
高校などの教育支援、外部資金獲得拠点としての
貢献、大学院重点化以降の大学院生増加に伴う就
職対策や学生の就職の受け皿、就職ルート開拓、
教育学研究科のシーズの掘り起こしと事業化のコ
ンサルタント業務の実施などにより、大学で生み
出され、蓄積された「知」を有効に生かし社会還
元するという経済効果があるとされている。 
確かに、筆者の代表取締役社長の院生に対する
聞き取り調査では、「有限会社 関西教育考学」は、
社会貢献と利潤のバランスをもとに 2 期目は黒字
に転じている。彼の意見によると、この会社にと
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どまらず、教育学研究科でも、ベンチャー・ビジ
ネスとして京都大学の中にある｢知｣を世に出すシ
ーズが多くあるが、特に文系教員の意識の中にお
いて、立派なビジネスとしての「知」の研究があ
るにもかかわらず、商品化するべきでないという
見解もあるので、容易に実現しにくいということ
である。 
 法人化にあたり、国は独立法人に運営費交付金
を交付するが、この交付金は年々一定の比率で減
額されることになっている。京都大学の平成 17
年度運営費交付金は、628.8 億で、前年度より 15.1
億の減であった。国立大学法人は運営費交付金の
減少分を授業料の値上げと、科学研究費補助金、
21 世紀 COE プログラム、特色ある大学教育支援
プログラムや医学部附属病院の収入などで、収益
を図らねばならない。つまり経営努力によって、
大学自らが資金調達をしなければ、いずれ経営の
危機に直面する可能性がある。「実際、すでに独立
行政法人化に移行した国立博物館では、必要経費
の八割しか国からは交付されず、残り二割は自主
事業（展覧会での入場者増、グッズの販売）によ
って確保している」4）とある。 
 参考として、法人化した英国の大学の例をみる
と、「イギリスの大学財政を収入からみると、イン
グランド高等教育運営費協議会(HEFCE)から支
出される国庫補助金（Funding Council Grains）
は 40%を切り、39%である」5）。「そのうえ評価制
度によって、有力大学への運営費集中と、研究費
は増額・教育経費は削減の傾向がみられる。この
ため中位大学では教育経費の不足、学部の再編、
研究費削減、入学金集めのための入試・学位の改
編などが起き、また教職員の低給与化、定員削減、
過重労働、士気の低下、ストレスの増大がみられ
る」4）ようである。 
  このような状況下では、なおさら、基礎的な研
究や、結果が長期にわたる研究などは評価されに
くい。各大学としてはどう対処していくのだろう
か。産業界が望むような科学技術政策・高等教育
政策を文部科学省が推し進めるのであれば、学問
と教育は歪められるのではないのだろうか。 
 
３ ｢非公務員型｣の労働 
国立大学は法人化に伴い、その経済効果として
「公務員制度にとらわれない柔軟な労働条件の決
定や多様な雇用形態が可能となり」6)任期制や兼
業についても自由度が増すことなどが、挙げられ
る。 
これまでは、「法令や人事院規則により、教職員
には一定水準の勤務条件が保証されてきた。法人
化後は、法令が保障するものはもはや最低基準に
すぎず（労基法 1 条 2 項）、実際の労働条件は、
各大学と教職員の間で個別的・集団的に決定すべ
きことになる」7）まさにこのことが国立大学法人
化の意図するところだともいえる。 
しかし、「最高裁判例によれば、就業規則の労働
条件に関する定めは、その内容が合理的なもので
ある限り労働者を拘束し、その作成・変更が合理
的なものであれば、それによって労働条件を労働
者の不利益に変更することもできる」8)とある。 
事務職員については、人件費を抑制するために、
アルバイトや派遣の労働者を導入し、また、業務
のアウト・ソーシングを取り入れることも進むこ
とが懸念されている。 
京都大学の事務局でも、教職員が労働基準法な
どの適用を受ける労働者となったため、就業規則
及び労使協定などによる、職員の休憩時間の変更
や超過勤務の規制、教員の専門業務型裁量労働制
の導入など、新制度へ移行した。 
1 つの例をあげると、現在の勤務時間は午前 8
時 30 分から午前 12 時、午後 1 時から午後 5 時
30 分までとなり、法人化前は午前 8 時 30 分から
午前 12 時、午後 1 時から午後 5 時であった。 
このことは、例えば就学前の幼児を持つ労働者
にとっては、子供を保育園へ迎えに行く時間が 30
分以上遅くなることになる。政府の育児支援政策
の方向性とは明らかに矛盾が生じている。このこ
とにより、少子化に拍車をかけるのではないかと
思われる。 
 
４ 大学図書館運営 
法人化後、知の宝庫としての大学図書館の使命
は、従来の学術情報を提供することに加え、新た
に地域社会・国際社会への貢献（説明責任なども
含む）、産学官連携のための情報支援及び学術情
報の発信機能が加わった。 
京都大学では、平成 17 年 4 月「京都大学図書
館機構」を全国で始めて発足させた。その図書館
機構の組織を、経済効果としてあげたい。京都大
学の部局図書館・室は「調整された分散主儀」と
いう原則のもと、それぞれ独自の運営をしてきた。
ところが、近年、「複数の図書館・室や全学の図
書館が協力しないと解決できない要望」9）や問題
が増えてきた。その内容としては、電子ジャーナ
ルやデータベースの購読に関する経費調整、大型
図書資料の購入、全学の遡及入力、図書系職員の
研修などである。また、図書館機能をもてない、
あるいは単独ではもてない部局が増加しており、
これらの問題を解決するために、「共通する課題
解決のための総合的・合理的な全学協調体制とし
て」9)「京大図書館機構」が発足したのである。 
図書館機構の事業は、A．サービス、B．蔵書・
目録、C．マネジメント・施設・設備にわけられ、
それぞれに計画内容がしめされている。 
A．サービス 
「学内デリバリー・サービス」として、現時点
では吉田、桂、宇治の３キャンパス間と遠隔地を
対象としており、部局間は次の計画である。将来
的には、学内構成員が地理的条件に左右されるこ
となく資料を等しく利用できるよう便宜を図る
とともに、学内における図書の有効利用を促進し、
利用者には最寄りの図書館（室）を通じて図書を
借用することで時間節約と便利さを提供するこ
とを目的としている。2006 年 2 月 8 日現在、運
用申し合わせ（案）が作成され、検討中である。 
B．蔵書・目録 
(1)「学部学生用図書」・「大型図書資料」の整備 
「学部学生用図書」整備の計画内容は、教育実
施体制等に関する重点目標として、学生用図書の
整備充実に努め、学習図書館機能を充分に果たせ
るよう、少なくとも学生 1 人当たり 1 冊（現在は
0.5 冊）を目途とし、購入経費を要求するという
ものである。選書にあたってはバランスを考慮し
つつも、計画的に分野ごとに蔵書構成の補強を図
る。 
「大型図書資料」整備の計画内容は、部局単独
で購入することが困難で、かつ共同利用にふさわ
しいコレクションを整備することである。しかし、
現在「京都大学図書館機構」は概算要求権をもっ
ていない。他の京都大学の機構も同じであるが、
「京都大学図書館機構」は平成 18 年度に概算要
求をする権利を認めてもらうための申請をする予
定である。 
(2)「電子ジャーナル」・「データベース」経費調整 
計画内容としては、研究実施体制整備の重点目
標として「電子ジャーナル」・「データベース」を
大学全体の基盤的資料として整備し、本学の研究
者が最新の情報をいち早く入手できるようにする
ことをかかげ、平成１８年度導入計画並びに安定
的に提供を可能にする経費負担方式を策定する。
電子ジャーナルについては、認証サーバによる電
子ジャーナルの利用方式を確定し、運用が行える
よう体制を整備する。これは、電子ジャーナルの
不正利用を防ぐ対策にもなりうるが、本学工学研
究科化学系図書委員の近藤氏は「平成 18 年度以
降の電子ジャーナル・データーベースの経費負担
方法について、全学負担による部分と利用者認証
システムによる利用者（受益者）負担の組み合わ
せによる方法を検討することになった。＜中略＞
安易な利用者（受益者）負担制度の導入は、教員
が学生・院生に対し、『運営費交付金が足りないの
で、電子ジャーナル・データベースの使用を極力
控えなさい』と教育（？）する貧困な結果に繋が
るのでは？と危惧する。本来、電子ジャーナルや
データベースは、京都大学のインフラとして整備
されるべきものではないか？」10）と批判している。 
(3)「理工学系外国雑誌センター館」の整備 
計画内容としては、研究支援体制の整備の一環
として、理工学分野の学術雑誌の体系的収集と情
報提供に努め、我が国における学術情報流通拠点
としての役割を担うものとする。 
(4)「バックナンバーセンター」の移設計画 
計画内容は、全学の雑誌の保存計画大綱を策定
し、収納効率と利便性の調和を図る。これについ
ては保存書庫のスペースが桂の図書館棟には、30
万冊が確保できるが、一方吉田地区には、当面収
容スペースを拡張する余地がないことから、文系
のバックナンバーの一部を桂の図書館棟に収納す
ることで、文系部局の狭隘化を凌ぐという案がで
たが、文系部局の教員・院生らの反対により、変
更を余儀なくされた。 
(5)「遡及入力」 
国立情報学研究所の遡及入力事業に参加し、韓
国語資料、アラビア文字資料、人文・社会科学系
資料の遡及入力を進める。また、全学遡及入力実
施 6 ヵ年計画（平成 15 年立案）に従い、部局図
書室と協力して全学の遡及入力（第３次）計画達
成に努める。これについては、教育学研究科図書
室の例では、附属図書館から 1 名派遣を受け、順
次遡及入力作業をおこなっている。現在、統計数
値としては、まだ出ていないが筆者の予想では入
力率約５０%くらいであろう。 
C．マネジメント・施設・設備 
(1)「公開事業」 
図書館機構の課題である、学術情報基盤整備、
電子ジャーナル・データベースの財政基盤の確立
などの問題を特集し、利用者の理解を図るととも
に、京都大学の所有する学術情報の公開展示を行
い、社会貢献も図る。具体例としては「京都大学
の学術情報基盤の未来を考える」と題して平成 17
年 11 月 15 日から 12 月 18 日の間、展示会と講演
会が行われた。 
(2)「職員の採用・育成・研修」 
図書館職員の資質向上のために、長・中期及び
短期の研修スケジュールを立案し、全学の人事制
度改革にあわせた、図書館専門制度を立案するこ
とが計画されている。採用に関しては広く人材を
求めるため、従来の制約をはずし、例えば、京都
大学の職員採用試験において、従来の公務員採用
試験と同じ年齢制限をもうけたものと京都大学に
週 30 時間勤務し、2 年以上勤めた経験者には年齢
制限を広げたものと 2 通り実施している。 
以上、A,B,C を概観してみて、経済効果という
点では次のようにいえる。すなわち、独法化によ
り予算の合理的運用が追求された。この点は、電
子ジャーナル・各種データベースなどの購入にお
いて学部セクショナリズムが改変され、全学的視
野が前面にでたことなどにみられる。 
しかし、この際、従来、学部がもっていたプラ
ス面がどこまで考慮されたのかについては問題が
残る。たとえば、それぞれの学部が必要としてい
る重複雑誌を全学で 1 タイトルにして、他を中止
にしたことなどに見られる。 
 
5 おわりに 
 国立大学法人化に伴い、公務員制度に関係した
制約がはずされることにより、人事制度を大学が
自由に構築し、労働条件を決める可能性が広がっ
た。 
大学図書館においても、「図書館機構」構想を図
書館運営として構築することにより、従来よりも
少ない投資額で高い成果をあげるという経済効果
が高まったといえる。 
しかし、図書館の運営は、大学の当局の方針に
左右されやすい面をもつため、事務作業量の増大
や、新たな財政的負担が図書館の行動を制約し、
運営費交付金や中期目標・中期計画などが新たな
規制要因となることも懸念される。教育・研究を
本来の目的とする国立大学、その中にある図書館
において、何が、どこまで可能であり、妥当なの
かについて、十分な検討が 4 年後の見直しの時期
になされることを切に望むものである。 
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